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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成19年7～9月期実績、平成19年10～12月期見通し）�

●寄稿：「北海道に外資導入政策」を�
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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、弱めの動きとなっている。個人消費は、秋物商品は不振だったが飲食料品等が

持ち直し、総じて横ばいで推移している。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分

上向いている。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるものの、横

ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに落ち着いている。
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①個人消費

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋１．９％）は、百貨店は前年を下回っ

たものの、スーパーは前年を上回った。

百貨店（前年比▲１．５％）は、身の回り品

などが減少し、２ヶ月連続で前年を下回っ

た。スーパー（同＋３．４％）は、衣料品や身

の回り品などの増加から、２ヶ月振りで前年

を上回った。

コンビニエンスストア（同▲２．６％）は、

２ヶ月振りに前年を下回った。

②住宅投資

８月の新設住宅着工戸数は、２，３５３戸（前年

比▲４７．５％）となった。６月２０日施行の改正

建築基準法の影響もあり、持家（同▲２３．０％）、

貸家（同▲５９．９％）および分譲（同▲５３．３％）

の全てが減少し、前年を下回った。

４～８月の着工戸数累計では、２２，２２７戸

（前年同期比▲８．７％）となり、前年を下回っ

ている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

８月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、金属製品工業などが減少したものの、電

気機械工業や化学工業などが増加した。

前月比では＋１．４％と２ヶ月振りで上昇

し、前年比では＋１．８％と３ヶ月振りに上昇

した。

④公共投資

８月の公共工事請負金額は、９２１億円（前

年比▲１９．７％）と２ヶ月振りに減少した。

４～８月の累計では請負金額５，４６８億円（前

年同期比▲１０．２％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢

８月の有効求人倍率（全数）は０．６０倍とな

り、前月比では０．０１ポイントの上昇、前年比

では０．０２ポイントの低下となった。

また前年に比べ、新規求人数は輸送用機械

器具製造業や医療、福祉などは増加したが、

卸売・小売業や建設業などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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来道客数
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⑥来道客数

８月の来道客数は、１，５０５千人（前年比

▲１．０％）と５ヶ月連続で前年を下回った。

４～８月の累計来道客数は、５，７３３千人

（前年同期比▲２．６％）と前年を下回った。

⑦貿易動向

８月の道内貿易額は、輸出が前年比７．２％

増の３０１億円、輸入が同４．２％減の１，０８３億円

となった。

輸出は、鉄鋼や一般機械などが増加し、９

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は原油・粗油や木材などが減少し、２

ヶ月振りで前年を下回った。

⑧倒産動向

９月の企業倒産は、件数は３６件（前年比

▲５．３％）と前年を下回り、負債総額は１０４億

円（同▲２５．６％）と減少した。

業種別では、建設業が１４件と最も多く、続

いて卸売業（６件）、サービス・他（６件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１９年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△１７）は４ポ

イント、利益DI（△２３）は５ポイント

それぞれ低下した。業況は３期連続で後

退し、厳しさを増している。

２．平成１９年１０～１２月期見通し

売上DI（△１１）および利益DI（△１７）

は、ともに６ポイント上昇が見込まれる

ものの、２桁の マイナスにとどまり、

業況の厳しさに変わりない。

３．当面する経営上の問題点

「原材料価格上昇」（５４％）は、前期に

比べ２ポイント低下したものの、問題点

の第１位に挙げられた。原油価格が一段

と上昇したことがその背景にあるもの、

とみられる。続く「売上不振」および

「過当競争」（ともに４９％）は、それぞれ

５割弱を占めた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２６回定例調査
（１９年７～９月期実績、１９年１０～１２月期見通し）

判断時点
平成１９年９月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８３ １００．０％
札幌市 １７６ ３６．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０７ ２２．２
道 南 ４３ ８．９ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７５ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８２ １７．０ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４８３ ６０．４％
製 造 業 ２２０ １３１ ５９．５
食 料 品 ７５ ４４ ５８．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ２７ ５４．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３８ ６３．３
非 製 造 業 ５８０ ３５２ ６０．７
建 設 業 １８０ １１８ ６５．６
卸 売 業 １００ ６９ ６９．０
小 売 業 １２０ ６５ ５４．２
運 輸 業 ７０ ３６ ５１．４
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １９ ６３．３
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

定例調査

業況の厳しさ増す
第２６回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
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1 平成１９年７～９月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１７）は４ポイン

ト、利益DI（△２３）は５ポイントそれぞれ

低下した。食料品製造業だけは比較的堅調に

推移しているものの、全体の業況は３期連続

の後退となり、厳しさを増している。

売上では、前年同時期に比べ「増加した」

企業（１９％、回答社数百分比、以下同じ）か

ら「減少した」企業（３６％）を差し引いた

DI（△１７）は、前期を４ポイント下回っ

た。製造業（△５）は２ポイント、非製造業

（△２２）は５ポイントそれぞれ低下した。業

種別にみると、製造業では食料品製造業など

で上昇したものの、木材・木製品製造業、鉄

鋼・金属製品・機械製造業で低下した。非製

造業では卸売業などで上昇したものの、小売

業、運輸業などで低下した。

利益では、前年同時期に比べ「増加した」

企業（１５％）から「減少した」企業（３８％）

を差し引いたDI（△２３）は、前期を５ポイ

ント下回った。製造業（△１６）は２ポイント

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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２

３

４

５

上昇したものの、非製造業（△２５）は８ポイ

ント低下した。業種別にみると、製造業では

食料品製造業、鉄鋼・金属製品・機械製造業

が上昇したものの、木材・木製品製造業など

で低下した。非製造業では建設業、運輸業な

ど６業種中、５業種で低下した。

（図１、図２、図３）

平成１９年１０～１２月期見通し（売上・利益）

売上DI（△１１）および利益DI（△１７）は

それぞれ６ポイント上昇が見込まれるもの

の、２桁のマイナスにとどまり、業況の厳し

さに変わりない。

売上では、「増加見込み」企業（１８％）か

ら「減少見込み」企業（２９％）を差し引いた

DI（△１１）は７～９月期実績より６ポイン

ト上昇が見込まれる。製造業（△３）は２ポ

イント、非製造業（△１４）は８ポイントそれ

ぞれ上昇する見通しである。業種別にみる

と、製造業は食料品製造業でプラス水準なが

ら低下が見込まれるものの、鉄鋼・金属製品

・機械製造業などでは上昇する見通しであ

る。非製造業は卸売業で低下が見込まれるも

のの、他の５業種で上昇する見通しである。

利益では、「増加見込み」企業（１５％）から

「減少見込み」企業 （３２％）を差し引いたDI

（△１７）は前期に比べ６ポイント上昇が見込

まれる。製造業（△１２）は４ポイント、非製

造業（△１９）は６ポイント、それぞれ上昇す

る見通しである。業種別にみると、製造業は

売上見通しと同様に食料品製造業で低下が見

込まれるものの、鉄鋼・金属製品・機械製造

業などでは上昇する見通しである。非製造業

は運輸業で横ばい、また卸売業でわずかに低

下が見込まれるものの、他の４業種では上昇

する見通しである。 （図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは、（「好転企業」－「悪

化企業」）の７～９月期実績（△４）は、前

期より１ポイント低下した。１０～１２月期見通

し（△４）に変化はない。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の７～９月期実績（＋８）

は、前期に比べ１ポイント上昇した。１０～１２

月期見通し（＋５）は３ポイント低下が見込

まれる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の７～９月期実績（＋９）は前期より３ポイ

ント上昇した。１０～１２月期見通し（＋４）は

５ポイント低下が見込まれる。

（図４、図５、図６）

設備投資

７～９月期に設備投資を「実施した」企業

（３２％）は、前期比１ポイント上昇したが、

前年同時期比では１ポイント下回った。１０～

１２月期見通しの「実施予定」企業（２２％）は

１０ポイント減少が見込まれる。また前年同時

期調査での「実施予定」企業（２４％）より２

ポイント下回り、企業の設備投資マインドに

は幾分慎重感がみられる。 （図７）

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「原材料価格上昇」を挙げる企業（５４％）

は前期に比べ２ポイント低下したものの、最

多となった。原油価格が一段と上昇している

ことがその背景にあるもの、とみられる。鉄

鋼・金属製品・機械製造業で９割を超えるな

ど製造業の全業種、および運輸業で問題点の

第１位に挙げられた。続く「売上不振」およ

定例調査
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び「過当競争」（ともに４９％）を挙げる企業は

それぞれ５割弱を占めた。「売上不振」は、製

造業（４１％）では５ポイント上昇し４割台と

なった。一方、非製造業（５２％）でも卸売

業、ホテル・旅館業で第１位に挙げられるな

ど５割強となった。「過当競争」（４９％）は、

非製造業（５７％）で高いウェイトを占め、建

設業で７割、小売業で６割台半ばに達した。

対照的に製造業（２６％）は２割台半ばにとど

まり、企業間の競争は比較的緩やかである。

（表１）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５４
（５６）

①
７９
（８４）

①
８２
（８７）

①
６４
（９２）

①
９２
（９１）

①
７４
（６８）

③
４５
（４４）

４２
（５０）

②
５２
（４２）

③
４１
（３７）

①
６４
（６１）

３２
（５０）

②
３８
（２７）

�売上不振
②
４９
（４７）

②
４１
（３６）

③
３２
（３３）

②
５９
（５４）

③
３５
（２４）

②
４５
（４０）

②
５２
（５１）

②
６５
（５６）

①
５４
（５６）

②
４７
（５１）

３３
（３９）

①
６３
（５０）

３３
（３９）

�過当競争
②
４９
（５４）

２６
（３２）

２５
（２７）

１４
（２９）

１９
（４２）

③
４０
（３２）

①
５７
（６２）

①
７０
（７０）

③
４８
（５３）

①
６６
（７１）

③
５０
（５８）

３２
（５５）

①
４０
（５０）

�諸経費の増加 ３３
（２７）

③
３５
（３１）

②
５０
（３８）

２７
（２９）

③
３５
（３９）

２１
（１８）

３３
（２６）

２４
（２０）

３２
（２２）

３４
（３０）

②
５６
（４９）

３２
（３６）

③
３６
（１６）

�販売価格低下 ３１
（２９）

２４
（２１）

１１
（７）

③
３２
（１３）

３１
（２７）

２９
（４０）

３４
（３２）

③
４７
（４８）

３２
（２７）

３３
（２１）

３
（１５）

②
３７
（４６）

２７
（２１）

�価格引き下げ要請 １７
（１７）

１７
（１５）

５
（７）

１８
（１７）

②
３９
（２１）

１６
（１８）

１７
（１７）

１７
（２２）

３９
（２０）

８
（８）

３
（２７）

１１
（９）

１３
（１１）

�人件費増加 １５
（１４）

１２
（１４）

１１
（７）

９
（４）

１２
（２１）

１６
（２１）

１５
（１５）

１２
（１３）

１５
（１４）

２３
（１６）

１１
（１２）

１１
（５）

２０
（２７）

�人手不足 １１
（１１）

１０
（１１）

１６
（２２）

５
（４）

４
（１２）

１１
（３）

１１
（１１）

１０
（１１）

３
（２）

１１
（１４）

１４
（９）

２１
（１８）

２２
（１４）

	設備不足 ８
（１０）

１０
（１３）

９
（１８）

９
（４）

－
（９）

１８
（１６）

８
（９）

１
（２）

３
（２）

６
（６）

１９
（１５）

②
３７
（４６）

１３
（２１）


資金調達 ８
（８）

７
（６）

５
（１３）

５
（８）

１２
（－）

８
（３）

９
（８）

１０
（８）

３
（５）

８
（５）

１４
（１５）

１１
（１８）

９
（７）

�代金回収悪化 ６
（５）

３
（３）

５
（－）

５
（－）

－
（－）

３
（１１）

８
（６）

４
（５）

２０
（１９）

８
（５）

－
（－）

－
（－）

７
（２）

�その他 ２
（３）

５
（６）

１１
（９）

－
（４）

－
（－）

５
（１１）

１
（２）

１
（１）

３
（２）

－
（－）

－
（３）

－
（－）

２
（７）

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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＜図5＞短期借入金の難易感�
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＜図7＞設備投資�
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〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１８年
１０～１２

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１８年
１０～１２

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１８年
１０～１２

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △１ △９ △１３ △１７ △１１ △１２ △１７ △１８ △２３ △１７ ３１ ２５ ３１ ３２ ２２（２３）

札幌市 △１ △６ △１２ △１３ △１３ △９ △１１ △８ △２４ △１５ ３２ ３０ ３７ ３７ ２５（２３）

道 央 △３ △１１ △１６ △２４ △１８ △８ △１５ △２７ △２２ △２４ ３７ ２１ ２９ ３１ ２４（２５）

道 南 △２ △１０ △２１ △３５ △１４ △１７ △１４ △２２ △３８ △２１ ２６ ２４ １７ ２６ １９（２６）

道 北 △５ △１４ △２ △５ △４ △１７ △２４ △１９ △１０ △８ ３０ ２７ ３７ ３６ ２７（２２）

道 東 ４ △１１ △１７ △１９ △９ △１９ △２２ △２１ △２４ △２０ ２４ １６ ２６ ２１ ９（２０）

（ ）内は設備投資未定企業

〈参考〉当面する問題点の推移

定例調査

― １２ ―― １２ ―
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今回の調査結果では、道内企業の業況は後退が続いていることが明らかになりました。原

油価格の高騰に伴う原材料価格の上昇が、企業の負担となっています。販売価格への転嫁も

スムーズな実施は極めて難しく、収益の圧迫を余儀なくされています。このような厳しい経

営環境の中、徹底した経費の節減により収益の確保を図ったり、将来に向けての人材育成に

力を入れている企業も目立ちました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

●＜冷凍食品製造業＞ 親会社をはじめ他社

製品の売上割合が８割を超えているため、今

後自社ブランド商品の育成をすすめる必要が

ある。

●＜水産加工業＞ 前年に比べ１割程度、原

料価格が値上がりした。国内向けの売上は変

わらないが、海外市場が順調に伸びているた

め、工場を増設し作業の効率化を図りたい。

●＜かまぼこ製造業＞ メイン先である病院

給食は大手メディカルサービス系が一括管理

しているため、品質より価格重視になっている。

●＜豆腐製造業＞ 売上額は前年と変わらな

いが、コストのかかる本州発送分を減らし、

主に地元スーパーへの納入を増やしているた

め利益率は増加している。しかし、設備投資

をした新商品が売上に結びつかず資金繰りが

厳しい。年内に改良した商品を発売予定であ

る。９月から百貨店に出店するが、今後は多

店舗展開したい。

●＜製菓業＞ 売上は前年比２割増で推移し

ているが、原材料価格の値上げが相次ぐ中、

製品価格に転嫁すべきか検討中である。また

食品の安全性に対し、消費者も神経質になっ

ている。

●＜木製建具製造業＞ 販売価格の下落と仕

入れ価格高騰のダブルパンチを受けている。

また談合問題、偽装問題、改正建築基準法へ

の対応など建設業界は先が見えない。

●＜漁業用機械製造業＞ 原油価格の高騰に

より漁業者の経営はひっ迫している上、イカ

の漁獲量、単価も低迷しており出漁を見合わ

せる漁家も多い。また、当社商品の輸出も皆

無に近く未曾有の売上不振である。今後は新

製品のLED集魚灯の開発、販売促進に注力し

たい。

●＜ビニールハウス製造業＞ 春先の原材料

値上がり分は、ほぼ価格転嫁出来たが、農家

の設備投資意欲が低調で売上不振である。

●＜建設業＞ 建築基準法が改正になり、そ

れに基づく構造計算の手法が確立されていな

いため、設計事務所は確認申請業務を見合わ

せている。工事着工件数が激減し過当競争と

なる。当面は利益より受注高の確保を優先さ

せざるを得ない。

●＜建設業＞ 建築条件付土地の売れ行きが

順調であるが、建売住宅が苦戦している。今

後はいかに立地条件の良い土地を仕入れるか

が課題である。

経営のポイント

将来に向けての人材育成に注力
〈企業の生の声〉
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Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３６／本文／０１３～０１６　経営のポイント  2007.10.12 20.25.13  Page 



●＜建設業＞ 公共工事の落札価格の低下に

より、利益率が低下している。落札額が下が

っても利益が出る体質への転換と、総合評価

方式による入札制度で点数を上げるため技術

力、提案力をつける。

●＜土木工事業＞ 官庁が発注する元請工事

だけに頼ることは不可能で、厳しい条件でも

民間の下請工事を受注せざるを得ない。ま

た、燃料費の高騰が多方面に大きな影響を与

えており、収益環境は一段と厳しい。今後

は、本業を守るとともに、現在進めている農

業生産法人に少しずつ力を入れる。

●＜マンション分譲業＞ 主力の分譲マンシ

ョン用地と建築費上昇の一部を価格に転嫁せ

ざるを得ないが、顧客の想定以上の値上がり

となったためか商談が進んでいない。また、

耐震偽装問題の余波で建築確認申請物件の審

査期間が長くなり、事業着手が遅れ金利負担

が増加傾向にある。

●＜住宅建築業＞ モデル住宅でイベントを

企画しても集客が伸びない。受注減少とな

り、人員のリストラなど経費削減に努めるし

かない。

●＜土木工事業＞ 都市部での地価高騰によ

りマンション用地の取得が難しくなってい

る。

●＜住宅資材卸売業＞ 新築の潜在客はいる

ものの資金繰りで目処がたたず断念する人も

多い。業界では、今後さらに厳しくなる、と

いう見方が大勢である。

●＜OA機器卸売業＞ メーカー同士の競争

が強まって販売単価が下がり、粗利益率が低

下している。この対策として、強みのある商

材を販売しアフターサポートも全て行うこと

により、顧客の利便性を向上させる。人材へ

の投資と教育が最重要となる。

●＜水産物卸売業＞ 生もの製品が多いの

で、衛生管理、品質管理に特に力を入れてク

レームゼロを目指す。在庫も最小限にする。

●＜電材卸売業＞ ビル、マンション、戸建

ての着工件数の低迷で売上減少となり、前年

度並みの利益確保も厳しい。しかし新商品の

販売・新規開拓推進の成果が多少上がりつつ

ある。

●＜有機肥料卸売業＞ 品目横断的経営安定

対策が多くの農家の経営にマイナスとなっ

て、買い控えのムードが続いている。またオ

ーストラリアなどとのEPA（経済連携協定）、

FTA（自由貿易協定）交渉に先行き不透明感

があり、農業の将来に不安要素が大きい。

●＜水産加工品卸売業＞ 原油高の影響が原

材料価格の上昇を招いているが、価格転嫁で

きず利益を圧迫している。道内では量販店の

集約化が進むものの、依然として消費者の低

価格志向が続き、身を削って納品している。

経費の圧縮も限界で非常に厳しい。

●＜鉄製品加工業＞ 売上・利益ともに計画

割れしている。余剰人員を営業部門に回した

いが、経験・能力不足の高齢者が多く、うま

くいかない。専門工事業者とパートナーを組

み、物件の受注を支援し共存策を探りたい。

経営のポイント

― １４ ―
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●＜コンビニエンスストア＞ 地域住民の高

齢化のためか、深夜０時から早朝６時までの

時間帯で来店客数が減少している。スーパー

などの営業時間も延びており、売上を伸ばす

のは厳しい。

●＜コンビニエンスストア＞ 道内業界は店

舗数が飽和状態で、今後も厳しい競争が予想

される。青果物とオリジナル商品を重視し、

差別化をする。

●＜家具店＞ 同業者が少なくなっているに

もかかわらず、顧客は交通の便がよくなり大

都市へ流出している。一方、大手同業者が地

方の小都市への進出を模索している。営業方

法、品揃えを工夫しメーカーとの連絡を密に

したい。

●＜食料品店＞ 同業者との過当競争で、年

中無休・２４時間営業は差別化にならない。店

員教育につきる。

●＜寝具店＞ 社会保障費および石油を原料

とする諸製品の価格上昇により経費が増加し

ている。今春、受託加工の値上げを実施した

が経費増加分の吸収が難しい。

●＜作業服店＞ 春以降、売上不振が続いて

いる。天候不順、公共事業削減など外部要因

もあるが、当社の価格訴求不足により客離れ

が起きたためと思う。ポイントとなる商品の

値下げを行い、秋のセールでは価格の安さを

PRする。

●＜雑貨運輸業＞ 高騰している原油価格

は、下がる見通しがなく運送業界最大の問題

となっている。今後は省エネ運転講習を実施

するなど、自分達で出来ることを考える。

●＜雑貨運輸業＞ 燃料費の高値傾向に対応

し、諸施策を実施してきたが限界である。今

後は荷主に値上げ要請を今以上に行うととも

に、採算割れの業務からの撤退を検討する。

●＜貨物運輸業＞ 原油価格の高騰に伴う軽

油価格の値上がり、フェリー運賃の上昇を価

格転嫁できず厳しい。転嫁が進まなければ、

安全な貨物輸送を維持することが大変困難と

なる。

●＜商品自動車運輸業＞ 燃料高によるコス

トアップの運賃転嫁も３割程度にとどまって

収益を圧迫している。人件費の抑制で改善し

つつあるが、荷主に更なる運賃改定の理解を

得ることが最大の課題である。

●＜生鮮食料品運輸業＞ 運賃改定を辛抱し

てきたが、毎月続く原油価格の高騰により１０

月より値上げに踏み切った。難航したが、最

終的にはほとんどの荷主が理解してくれた。

●＜都市ホテル＞ 宿泊とレストラン部門は

前年並みの売上を維持した。婚礼部門は、受

注件数は伸びているが年々出席人数が減少し

ており、１件あたりの単価確保が課題であ

る。しかし経費管理を徹底した結果、利益は

確保した。

経営のポイント

― １５ ―
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●＜都市ホテル＞ 増築の成果が出ている

が、社内の問題点は従業員の確保と教育不

足、業界の問題点は地元観光の不振と客室単

価の下落傾向である。今後は地域全体が観光

地としての魅力を回復しなければならない。

●＜都市ホテル＞ 婚礼部門の売上減を他で

どのようにカバー出来るかが課題である。宿

泊部門については旅行代理店との協力体制を

より強化する。レストラン部門は地元客に

PR強化を図る。

●＜観光ホテル＞ 道外からの観光客の減少

が著しく、入り込みが伸び悩んでいる。しか

し全体としては、宿泊単価の高い個人客が増

加していることもあり順調に推移している。

経費面では無理、ムダを無くすようこまめな

節減努力をしている。人手不足は深刻であ

り、特に熟練者の応募が少ない。

●＜自動車整備業＞ 公共事業の減少と燃料

費の高騰に伴い、管内の建設業と運輸業界の

企業の体力がなくなり、我々末端業者に修

理、部品代金の値引きなどシワ寄せがきてい

る。

●＜自動車整備業＞ 整備単価（一般整備、

車検、その他）が低下する中、車検をとれる

スタンド等との提携をさらに強化するととも

に、大型車ディーラーの指定工場の強みを生

かし、大型車の車検の入庫を促進し整備売上

の増加を図る。

●＜ソフトウェア開発＞ 技術者不足は当初

の予想をはるかに上回り、かなり深刻であ

る。即戦力になる優秀な技術者を中途採用す

る事は非常に困難であり、外注に頼らざるを

得ない。今後、経済産業省の支援を得て、北

海道大学及び北海道立工業試験場の協力で新

商品（IT・バイオ）の研究開発に着手し、２

年後には実用化した商品を販売したい。

経営のポイント

― １６ ―
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私は札幌生まれの「道産子」ですが、大学を卒業した後は長期間に亘り北海道を離れていまし

た。３年前大学に採用され、３４年ぶりに故郷に戻って来ました。今、豊かな自然に恵まれた北海

道の素晴らしさを満喫しています。本当に、故郷北海道に戻ることが出来て良かったと思ってい

ます。しかし、一方で残念な気持ちも強くなりました。それは、北海道経済が必ずしも順調に発

展していない事を確認したからです。勿論どこの国でも、景気は「好況・不況」を繰り返すもの

です。しかし、世界・アジアそして日本経済全体も今は発展軌道に乗せているのに、何故北海道

経済だけが好転しないのでしょうか？

それは、北海道では経済発展に必要な「人材」「資本」そして「技術」の３要素が増えないから

だと思われます。既に日本全体の人口は減少して行く時代に入りました。加えて北海道の場合

は、例えば理工系大学などで教育を受けた「人材」の多くが本州の企業などに就職することか

ら、中々北海道の経済発展に貢献してくれません。「資本」について言えば、投機性資金は世界中

を駆け巡っていますので例外ですが、普通は北海道に進出する企業が背負って来てくれるもので

す。しかし、大企業は中々北海道に進出してくれません。「技術」についても「資本」と全く同じ

事が言えます。

何故、本州や外国の企業の多くは北海道に進出してくれないのでしょうか？ それは、企業側

から見ると、北海道は「最適生産地」ではないと判断されて来たからです。企業が進出地を検討

する際の決定要因は「コストとリスクの最小化」です。企業は最初に人件費を始めとするコスト

が少しでも低廉な地域を探します。次に、良質な人材の安定的確保の可否を検討します。更にメ

ーカーであれば、素材や中間財〔部品〕等の調達時間・コスト・品質レベルを検討します。又最

終製品の消費地への輸送時間・輸送コストなどを検討します（海外への進出を検討する場合は、

当該国の治安状況や政治体制さらに法整備状況なども検討します）。北海道は、企業立地として

は不利な地域と考えられて来ました。しかし、最近自動車・情報関連企業の北海道進出が加速し

ています。進出企業はその理由を「中部圏では最早良い人材が採用できない、北海道では良い人

材が安定的に確保出来る」と言います。つまり、中部圏での急速な景気回復に伴い、採用が売り

手市場になった為に、相対的に北海道が優位となったのです。今、北海道にはフォローの風が吹

き始めました。北海道経済を活性化するためには、道外の企業や資本を北海道に誘致して、経済

活動を活発化させる仕掛けを考える事が大切です。

私は大学卒業後、富士銀行と富士（現みずほ）総合研究所に計３６年間勤務して来ました。銀行

と研究所では、その殆どを国際部門や海外店で勤務し、特に中国やアジアの経済発展を調査し、

当該国に進出を検討する企業にアドバイスなどを行って来ました。その経験から確信を持った事

は「外資導入制度の巧拙が国・地域の経済発展を規定する」と言う事です。外部の人材や企業が

その地域に来てくれると、経済は拡大します。自分たちだけで全てを完結させようとする地域が

寄稿

「北海道に外資導入政策」を
―アジア経済発展の軌跡と米国の考え方を参考にー

国立大学法人 小樽商科大学
ビジネス創造センター長

教授 海老名 誠
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中々発展出来ない事は、多くの例が証明しています。今回は、アジアの経済発展の軌跡と米国の

考え方を振り返り、北海道の経済発展の可能性について考えて見たいと思います。

本稿の最後に提案させていただく内容は、突拍子もない意見の様に感じられるかも知れません

が、北海道経済の発展可能性を真剣に考えるならば、別の角度から見ることも大切と思い、あえ

て書かせて頂きました。

１．アジアの経済発展

２１世紀はアジアの時代と言われています。半世紀前には「貧困」が代名詞の様に語られたアジ

アですが、今ほぼ全ての国が順調に経済発展を実現しています。日本はアジアの長男と言われ、

経済力・技術力の全ての面でリーダーとしてアジアを牽引して来た訳ですが、最近は周辺アジア

諸国の経済発展・技術力向上が著しいために、家電製品、情報関連機器などでアジアに優位を奪

われる分野が増えています。

（１）アジアは何故揃って発展してきたか

経済発展に必要な３要素は「人材・資本・技術」と言われます。４０年前のアジアには労働力は

豊富に存在しましたが、「人材」と呼べる熟練労働者は殆ど育っていませんでした。「資本」と

「技術」は全く無かったと言っても過言でありません。そこでアジアでは、１９７０年代に日本を始

めとする先進国から「資本」を導入し「技術」を学ぼうとする動きが加速しました。この目的を

達成するため、アジアのほぼ全ての国は「外資導入政策」を採用しました。外国企業の進出・投

資を促すため、外国企業に対する様々な優遇措置が発表されました。自国に進出・投資をする外

国企業に、例えば３年間の法人所得税免除措置や、政府の責任で良い人材を世話する等の優遇措

置を提供しました。日本企業の海外進出は、このアジアの「外資導入政策」に呼応するように、

１９７０年代から急増したのです。１９７０年代は日本の高度成長期にあたり、景気も過熱し人件費も高

騰していました。コスト競争力を高めたい日本企業と、先進国から「資本」と「技術」を導入し

たいアジアの思惑が一致したのです。

日本企業は、当初「アジアNIES」と呼ばれる国々に進出しました。香港・シンガポール・韓

国・台湾です。しかしこれらの国々は、アジアの中では経済発展を早期に達成した国々ですの

で、人件費などのコストも既に高く、結局NIES諸国で生産される日本製品の競争力はそれほど

高まりませんでした。NIES諸国は、金融やサービス・情報など第３次産業には魅力的な進出先

でしたが、製造業などの第２次産業にとっては必ずしも魅力的な生産基地とは言えませんでし

た。したがって、現在NIES諸国には日系企業の生産拠点よりもアジア統括拠点などが設置され

ている例が多いのです。そこで、次に日系製造業の進出先として脚光を浴びたのが「ASEAN

４」と呼ばれる国々でした。タイ・マレーシア・フィリピン・インドネシアです。ASEAN４の

中でも、タイとマレーシアは現在でも特に日系製造業の拠点が多い国です。低廉な労働コスト、

中等教育の普及による勤勉な労働力、比較的落ち着いている政情などが評価されたのです。一方

ASEAN４の中では、外資受け入れ制度の整備と言う面で、フィリピンとインドネシアが少し遅

れています。フィリピンは教育水準が高く、ほぼ全域で英語が通じる事から、今後の有望な外国
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企業の進出先になる可能性が高いと思います。外国企業は、コスト競争力を高めるために、少し

でも良質で低廉な労働力が得られ、製造リスクの少ない国（政情が安定している等）に進出しよ

うとします。外国企業が「コストとリスクの最小化」を求めて次々とアジア諸国に進出した結

果、アジア諸国では国内の雇用・消費も伸び、次々と経済発展を実現して行きます。この様なア

ジアの経済発展パターンを「雁行形（がんこうがた）経済発展の軌跡」と呼ぶ事があります。月

に向かって雁が一斉に飛び立つ様な姿に例えられるからです。

しかし、アジアNIES、ASEAN４諸国も、経済が相応に発展してくると、国内物価も上がり、

結果として労働者の賃金も高くなり、再びその国で生産される製品の競争力が相対的に落ちて来

ます。そこで、アジアで次に日本企業や外資が進出先として検討したのがCMLVと呼ばれる４カ

国です。カンボジア、ミャンマー、ラオス、ベトナムです。カンボジア半島に位置するこれらの

国々の中で、現在群を抜いて外資をひきつけているのがベトナムです。ベトナム戦争の終結後、

国の復興に努めてきたベトナムは、今年１月に念願のWTO加盟を実現し、国際社会の仲間入り

を果たしました。ベトナムは今、勤勉で低廉・良質な労働力の豊富な供給基地として、日本を始

め外国企業から大きな注目を集めています。

この様に、アジアの殆どの国は、外資への優遇制度を前面に打ち出し、外資導入により国内経

済を発展させて来たのです。

（２）急速に台頭した中国

次に、今世界中から注目されている中国の経済発展を見てみましょう。

①中国の改革開放「社会主義市場経済体制の導入」

中国は１９７８年の改革開放以来、平均すると１０％程度と高いペースで経済成長を続けています。

昨年の実質経済成長率は１１．１％でした。世界中の何処にも、この様な高い経済成長率を維持して

いる国はありません。中国の外貨準備高は今年３月末に１兆２千億米ドルとなり、世界第一位に

なりました。中国税関総署の統計によりますと、今年１月から６月までの中国の貿易輸出入総額

は、昨年の同じ時期より２３％増の９８００億ドルに達したとの事です。では中国はどの様にして、短

期間に世界でも類を見ない経済発展を実現したのでしょうか？

それは１９７９年に中国が「社会主義市場経済体制」に転換して西側先進国の「資本」と「技術」

を積極的に導入したからです。中国は、それまで「社会主義体制」でしたので、市場経済での競

争と言う仕組みはありませんでした。貧しいとは言え、１３億の人口を抱える中国が、国際社会と

の交流も無い状態で、殆ど餓死者を出さずに国を統治して来た事は驚異とも言えます。そんな

中、中国は１９７９年末に「社会主義市場経済体制」の導入を発表しました。全体の体制は社会主義

のままで、経済活動は市場経済の原理に則って行うと言う、考えれば考えるほど解らなくなる不

可思議な制度を導入したのです。こうして、中国は国際社会の仲間入りをする第一歩を踏み出し

ました。中国は、西側先進諸国の技術や企業ノウハウを学ぶために「経済特別区」と言う実験区

を作り、アジア各国で採用された政策よりも更に外資を優遇した「外資導入政策」を採用しまし

た。この壮大な実験は、まず香港の北に隣接した広東省の「深�（しんせん）」「珠海（じゅか
い）」など５地区で始まりました。経済特別区に進出する外資（含む香港企業）は、創業後３年
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間に亘る法人所得税が免除されました。又、経済特別区の政府が、進出外資に優先的に優秀な労

働力を斡旋しました。又、外国企業のオフィスや駐在員の住宅に巡回警備員を配備してくれた例

もありました。その結果、税金は安い、良い人材が確保出来ると言う事から、多くの香港の製造

業が、深�を始めとする経済特別区に移りました。１９７０年代に香港の国民総生産（GDP）の２３％
程度を占めていた製造業比率は、現在６％程度になりました。中国は、「経済特別区」で実験を

して、上手く行く事を確認した後、１９８４年から更に１４の沿海都市を開放しました。また、１９９０年

に上海の浦東新区を開放したのです。

この様に、企業を優遇する税制や特別措置が、香港を始めとして日系企業を含む多くの外国企

業を中国へと向かわせたのです。「社会主義市場経済体制」導入後の中国は、外資によって発展し

て来たと言って差し支えありません。「中国のGDPと貿易の半分は外資が稼ぎ出している」と言う

報道もありますが、あながち誇張ではありません。しかも中国人は向上心が旺盛です。外国の技

術やノウハウを全て習得しようと、真剣に学びます。「優れた外資導入政策と、優れた国内人材」

の組み合わせが、中国をここまで発展させてきたのです。

深�に大きなビジネスチャンスが到来したとの判断で、富士銀行は１９８５年に駐在員事務所設立
を決めました。当時私は同銀行香港支店の副支店長でしたが、初代事務所長を命ぜられました。

深�の驚異的な発展のお陰で、現在その事務所はみずほコーポレート銀行深�支店として、日系
企業をはじめ多くの外国企業、中国の地場企業との取引を行っています。当時数万人だった深�
の定住人口は現在７００万人と言われています。香港や海外からの長期出張者などを含む流動人口

は１０００万人を超えたとも言われています。３０年前には農村だった地域が、人口では香港を凌ぐ大

都市に変貌したのです。自国だけでは短期間に発展出来ないと考えた中国は、外資と共に発展す

る道を選択し、今日の繁栄を実現しました。この例からお分かりの様に、中国を発展させた原動

力は、日本を始めとする外国の企業だったのです。

②中国のWTO加盟と中国の問題

中国は２００１年１２月WTOに加盟しました。中国がWTO加盟を実現するには申請から実に１５年の

年月が必要でした。１３億の人口を擁する社会主義の大国が、WTOの原則である市場経済原理を

本当に遵守出来るのかと言う事で、中国のWTO加盟審査には随分時間がかかりました。WTOに

加盟するには，最恵国待遇（MFN）＊と内国民待遇（NT）＊の遵守を誓う事が求められます。こ

れは、中国に進出する外国の企業をその国籍で差別しない、中国に進出する外国の企業と中国の

企業を差別しない事を誓う、と言う意味です。これは中々大変な約束事です。中国がWTOに加

盟して一番利益を得るのは実は日本だと、私は東洋経済新報社から出版した本＊に書きました。

日本は中国から見た場合、最大の輸入相手国なのです。ですから、中国の輸入にかかる関税が

WTO加盟により引き下げられる事に伴う恩恵は、中国に大きな輸出をする日本企業が世界で一

番多く受けるのです。

＊MFN：Most Favored Nation
＊NT：National Treaty
＊「WTO加盟で中国経済が変わる」（東洋経済新報社 ２０００年１１月）
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さてマクロ経済的には現在も好調な経済発展を続ける中国ですが、一方で問題も増大してきて

います。現在の中国の深刻な問題は次の通りです。①上海や北京など発展する沿岸部都市圏と西

部農村など内陸部との地域間較差が著しい ②水、石油など重要資源が不足し、一部の地域では

生態環境が悪化している ③都市部の富裕層が増加している一方で、農民と都市部における一部

住民の収入が伸び悩み、個人の収入格差が更に大きくなっている ④汚職腐敗、形式主義、官僚

主義がまだはびこっている ⑤一部の地方の社会治安状況がよくない。このような問題は、どれ

も中々簡単には解決できません。どの問題も今後の中国の発展を脅かしかねない深刻な問題だと

思います。ただ、救いは、中国政府がかなり的確に自国の問題を認識している事です。政府自体

が問題の所在を誤って認識している場合には、いくら金と時間をつぎ込んでも問題が解決しない

ことになります。中でも最大の問題は、地域間格差（沿岸開放部と内陸部）です。これは個人の

貧富の差が拡大している事を意味しています。中国では徐々に社会不安が増大しています。暴動

や反乱などが起こらない内に、適切な措置を講じる必要があります。

（３）アジア経済危機の勃発（１９９７年）と急回復（１９９９年）

以上見てきました様に、アジアと中国では経済成長が持続し、どの国も昔に比べるとかなり豊

かな水準に到達して来ました。一方、成長の陰で内在されていた問題も露呈して来ました。「外資

導入政策」を採用したアジアの全ての国が、過去一貫して順調に経済成長を達成した訳ではあり

ません。世界では、毎日１兆６千億米ドルもの投機性資金が、リスクが少なくて高利回りの投資

先を求めて漂流していると言われています。そんな中、外国の資本を自分の国に導入しようと、

多くの国が「外資導入政策」を採用して来た事は前述の通りです。

タイでは、１９９７年まで自国通貨である「バーツ」の為替制度は「バスケットペッグ制」と呼ば

れる制度でした。これは、自国通貨の為替を計算する際、一つのバスケットに数種類の通貨を入

れて、その多通貨の加重平均為替レートを以って当日の自国通貨為替レートとして採用する方式

です。タイの場合は、そのバスケットに米ドルが８０％、日本円が１０％、欧州通貨が１０％投入され

ていました。そのため、タイ・バーツの為替は、ほぼ米ドルに連動＊して動いた仕組みとも言え

ます。＊１米ドル＝２４～２４．５バーツ

そのタイで、１９９７年に通貨危機が勃発しました。実はそれまでタイには多額の米ドル資金が流

れ込んでいたのです。１９９７年までの１３年間、タイ・バーツの金利は１２～１３％と高い水準を維持し

ていました。ちなみに同期間の米ドル金利は６～７％です。為替は米国ドルにほぼ連動していた

のですから、タイに米ドルを持ち込んでバーツに転換して投資をすれば、ほぼ為替リスクなく高

利回りが保証されていた事になります。当然、世界中から投機資金がタイに流れこんでいまし

た。しかし、国内金利が高い国では、消費者物価（CPI）も上昇し、労働賃金も上昇する事にな

ります。勢い、米ドル建ての輸出価格は高騰し、タイの周辺国との競争力に翳りが出ます。競争

力の低下から企業体力が落ちたと見られたタイでは、次に株式市場も低迷しました。そこで株式

市場を防衛するために、タイ政府は１９９７年の７月２日未明、突然タイ・バーツの「バスケット・

ペッグ制」廃止に踏み切りました。これが発表になると、それまで流入していた世界の投機性資

金は、一斉にタイから流出し始めました。これが、アジア通貨危機の始まりです。「風説の流布」
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とは恐ろしいものです。為替制度に問題があったタイばかりでなく、「アジア全部が危ない」と

短絡的に考えた世界の投資家は、アジア全域から資金を一斉に引き上げました。

外資が逃げたアジアでは、自国だけでは国の財政を回せなくなり、IMFに援助を求める国が出

ました。通貨危機の発生源であるタイ、国の外貨準備が枯渇したインドネシア、そして経済大国

の韓国もIMFに援助を求めました。こうして「世界の成長センター」と言われたアジアにも暗黒

の時代が到来したかと思われました。しかし、アジア通貨危機から２年後の１９９９年に、インドネ

シアを含むアジアの全ての国で経済成長率がプラスに戻りました。何故でしょうか？それは、各

国政府の有無を言わさぬ「改革断行」があったからです。深刻さの認識が日本とは違ったので

す。国を挙げて、国民も一体となって、国が沈んでしまわないように、改革を断行したのです。

多くの国で「財閥解体」が断行され、「金融制度改革」や「政府主導による企業の統廃合」が行

われました。その詳細を記すスペースはありませんが、ここからは「深刻な不況からの脱出のた

めには、一部非民主的とも思える思い切った手術も早期に行わなければならない」と言う教訓を

学ぶ事が出来ます。

さて、「外資導入政策」も「WTO加盟」も、共通することは「自国だけでは発展出来ない」と

言う考えの下に、他地域や他国の企業・人材を誘致し、共存・共栄を図るための試みと言えま

す。その意味で、北海道の経済発展を考える上で、非常に参考になる政策です。

ところで、WTOは現在世界１５１カ国・地域が加盟している通商交渉を取り仕切る機関です。北

海道ではWTO交渉の内「農業の自由化交渉」にだけ注目が集まり過ぎている様に感じられま

す。確かに農産物の輸入関税が大幅に引き下げられると、北海道の農業が壊滅的な打撃を受ける

と言う事は、理論的にはあり得ます。しかし、どの国も完全自由化を譲れない産業や産物を持っ

ています。WTOでは、交渉の落とし所として「関税の撤廃は当該国の貿易総体の９０％以上を目

指す」と示唆していますので、関税で死守する産物と関税撤廃で自由化する産物の線引きを冷静

に議論すべきと考えます。更にWTOの交渉は関税の引き下げだけではありません。これまで見

てきました様な、人や物の移動の自由化も交渉しています。但し、世界１５１カ国・地域に等質の

規則を適用する事は現実的でなく、２国間や地域間で自由化交渉を行う動きが活発化していま

す。今、日本がアジアの多くの国と交渉しているFTA（Free Trade Agreement自由貿易交渉）と

かEPA（Economic Partnership Agreement 経済連携協定）と呼ばれる交渉がそれに当たります。

（４）アジアとの経済連携

日本は既にEPAをシンガポール及びメキシコとの間で実現しました。更にマレーシアとフィリ

ピンとの間では、交渉は終了し、既に政府間合意が成立しましたので、発効は近いと期待されて

います。いずれも、貿易の関税引き下げ交渉に留まらず、人・物・金の移動に関する自由化措置

を対象とした、広い範囲の自由化交渉です。日本は今後タイ・インドネシア・韓国・オーストラ

リア等との交渉を成立させ、最終的には日本とASEAN全体のEPAを成立させる事が目標となっ

ています。

私は本学に着任する迄、日本とフィリピンのEPA交渉の民間代表でした。この交渉で一番困難

を伴った部分は「人の移動」と呼ばれる「外国人労働者の自由化」です。交渉の初期に、フィリ
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ピン側から「フィリピンの看護師や介護福祉士が日本で働ける様にして欲しい」との強い要望が

出ました。日本国内には当然多くの反対意見がありました。「日本文化・習慣を知らない外国人

に、老人の看護や介護を委ねる事など考えられない」と言う感情論が多くありました。しかし、

我々は全国の病院や特別養護老人ホーム等を取材した結果、このままでは我が国の働き手が将来

不足するとの結論を得ました。我が国の看護・介護の実態を分析し、将来の需給を予測した結果

「我が国には外国人看護師や介護福祉士に手伝って貰う制度が必要」との結論を得ました。この

結果を、何度も自民党FTA特命委員会などで説明し、政府や医師会・看護協会などの理解を求め

ました。その場合の条件を話し合うため、外務省や経済産業省の交渉官と一緒に毎月マニラに飛

び、FTAの条件交渉を重ねました。その結果、フィリピンの看護師や介護福祉士が日本で就労出

来ると言う内容を含む、日本とフィリピンのEPA政府間合意が成立しました。少子・高齢化に直

面した日本では、自分たちだけで看護や介護を全てまかなえる時代は終わったのです。経済面だ

けの協力ではなく、日本はアジアの看護・介護人材にも協力してもらう必要があります。

以上、アジアでの経済発展のモデルを見て来ました。既にお分かりの様に、中国を含むアジア

のほぼ全ての国では「外資導入政策」の採用で自国経済を発展させて来ました。

自国の経済を閉鎖したままで経済発展を成し遂げた国はありません。それに比して、我が国は

「外資の導入」や「外国人の就労」に対し熱心と言えるでしょうか？例えば２００６年の我が国の対外直

接投資は５０２億米ドルですが、対内直接投資はマイナス６８億米ドルです（国際貿易投資研究所）。２００６

年に種々特殊要因もあるでしょうが、外国からの投資は日本から逃げていった結果となっています。

又「外国人の就労」に関しては、最新の正確な統計は未だ入手出来ませんが、２００２年時点で外国人

労働者数は７６万人、内不法労働者が２２万人と推計されています（法務省）。これは不法労働者を含

めても当時の本邦の労働者数の１．１％程度であり、とても国際化した国とは言えないレベルです。

２．北海道の経済発展への提案―「北海道版 外資導入政策」の検討

ある地域の経済を活性化する目的で、進出企業や投資家に対し、例外的に優遇措置を講じるこ

とは広く検討されて来ました。本邦でも、北海道を「特区」に指定し、北海道以外の企業や投資

家に対して優遇措置を与える提案が出されていますが、中々実現には至りません。その理由は

種々あるのでしょうが、恐らく一番大きな理由は「同じ日本企業（あるいは日本人）として不公

平」だと言う事でしょう。仮に、「特区」の優遇措置が「北海道以外」の企業に適用されるのな

らば、道外企業は進出してくるでしょうし、北海道に設立登記をしている企業の大半が、別の都

府県に本社を移した形を取り、優遇措置だけを享受しようとするでしょう。これは、国民感情か

らも更に徴税当局の考え方からも許されるものではないでしょう。

この寄稿で提案する「外資」とは、文字通り「外国の企業」であり「外国の投資家」です。外

国の企業が北海道に進出してくる場合には、当初３年間程度の課税を免除するのです。又、日本

人従業員の雇用を義務付け、一定以上の雇用を創出してくれる企業には、公的機関が良質な北海

道の労働力を世話するのです。この様な「特別措置」は、国の省令や地方の条例の変更を必要と

するのは当然ですが、外国の企業を誘致する事に限っての特例は「同じ日本企業同士の不公平」

とはならず、限界的にプラスの効果を生みます。もともと、座して沈み行く地方には、税収の増
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加は期待出来ず、外国からの進出企業に対する初期免税措置は、当然に期待出来た「期待利益の

喪失」ではありません。外国の企業が来ると、関連の様々なセクターの経済が活性化します。勿

論、異文化受け入れに伴う問題も出ますが、逆にその解決を教える研修機関などの仕事も生まれ

ます。語学スクールも双方向（日本語から外国語・外国語から日本語）を教えるビジネスが生ま

れます。食生活の違いは新しいレストランビジネスを誕生させます。

しかし、実際に札幌を中心とする北海道圏を国際的な環境に変貌させる事は可能なのでしょう

か？ 私は十分に可能だと考えます。既に、中国「深�」の例でお示しした様に、インフラを含
め、土地と制度と良質な労働力があれば、人口は増えます。

言うまでも無い事ながら、北海道は日本で一番広い土地を持っています。実際、私が昔米国勤

務を終えて帰国した時に感じた事は「北海道の景色は米国東海岸と同じだ」と言う事でした。お

かしな表現ですが、「米国と同じで、がっかりした」記憶すらあります。日本で一番人口密度の

低い北海道（７０人／１平方キロ）は、もっと多くの人に居住して貰う必要もあります。土地が広

いと言う事は、今後の移住者を大いに受け入れる余地があると言う事です。

制度は「北海道版外資導入政策」です。今存在しない制度を創る事には、多くの困難を伴いま

す。それはフィリピン人看護師、介護福祉士の就労が可能になった例でお示しした様に、政策策

定の当事者が本当に必要だと判断するかにかかっています。私は発展途上国の経済発展を分析し

て来て、北海道が今後沈んでしまわない為には、思い切った政策の導入が必要と考えます。

最後に、我々の外国人受け入れに対する気持ちはどうなのかと言う点です。北海道は日本の中で

非常に歴史が浅い地域です。これも米国と同じです。米国は、欧州に比べて歴史が浅いと言う事

に、ある種引け目を感じています。そこには、長い歴史を持たなければ積み重ねられない文化や

歴史的遺産への憧れがあります。この関係は、北海道が米国で、奈良や京都が欧州とも言えます。

米国は「多民族国家」と言われる様に、世界中から「移民」を受け入れて発展して来ました。

そこには、人種の違いによる偏見は殆ど無くなってきています。「やる気」と「能力」を重視し、

前向きの姿勢を尊重する風土があります。米国では歴史が無いということが、逆に力にもなって

います。「お家柄」とか「ご先祖様」では無く、「今の自分」を公正に評価する仕組みが組み込ま

れています。これからの北海道の発展を考えると、その阻害要因は「政府の補助金に頼った仕組

み」であり、「全てを地元だけで完結させる仕組み」であろうと思います。一方、発展の原動力

は、米国的な「開かれた地域」であり、「やる気と前向きな姿勢を尊重する風土」であろうと思

います。そこには、「純粋な日本人であるか」が問われるのではなく、「北海道の発展のために、

一緒に知恵を出し、汗を流せるか」が問われるべきだと思います。道外の企業も人も、外国の企

業も人も、北海道のために働いてくれるなら、差別はありません。これはWTOのNT（内国民待

遇）の精神そのものです。

北海道のブランド力は、アジアを始め世界的に認知されています。アジアでは、北海道の農産

水産品は「高いが、安心・安全・良質」との評価が固まっています。北海道は世界の人々を引き

付ける魅力を満載しています。良質で豊富な労働力を安定的に供給出来ます。

後は、私たち一人一人が、外国の企業や外国人と一緒でも、北海道を発展させたいと願うかと

言う事です。私は道産子として、強くそう願うものです。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年４～６月 ９３．６ ４．２ １０５．２ ４．７ ９５．４ ５．９ １０８．７ ５．８ ９１．４ １．５ ９３．９ １．６
７～９月 ９２．１ ２．４ １０６．６ ５．６ ９３．０ １．５ １０９．９ ５．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４～６月 ９２．９ △０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △１．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１

１８年 ８月 ９１．６ ２．０ １０７．２ ６．１ ９２．６ １．４ １１１．３ ６．４ ９２．２ ２．４ ９４．０ ０．４
９月 ９０．９ △０．２ １０６．７ ５．１ ９１．６ △１．０ １０９．３ ４．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０月 ９２．６ ３．８ １０８．３ ７．５ ９２．８ ２．５ １１０．８ ５．９ ９２．４ ２．０ ９５．８ ３．４
１１月 ９２．４ ２．０ １０８．７ ５．２ ９３．６ １．９ １１２．２ ５．６ ９２．２ １．４ ９６．９ ２．９
１２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △１．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７月 r ９２．０ △１．２ r１０８．１ ３．２ r ９１．２ △２．８ r１１１．３ ３．１ r ８６．３ △６．２ r ９５．８ ２．４
８月 p９３．３ １．８ p１１１．８ ４．３ p９３．８ １．３ p１１６．１ ４．３ p８６．０ △６．７ p９６．１ ２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１３０ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，５９３ △１．０

１８年４～６月 ２３８，１４５ △２．６ ５１，０７９ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２３９ △１．２ １５９，５８８ △２．５ ３０，８３９ △１．３
７～９月 ２３７，３０７ △１．０ ５１，４６１ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 ２３８，４６２ △１．２ ５１，４５０ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８４５ △０．１ １５９，２５７ △０．３ ３０，６０４ △０．７
４～６月 r ２３３，９８６ △１．４ r ５１，３０５ △０．６ r ７４，０８９ △２．３ r ２０，１３２ １．０ r １５９，８９８ △１．０ ３１，１７３ △１．６

１８年 ８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１７ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ １０，６４３ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９５１ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６９ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８５ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２８ △１．４
１１月 ８０，２０６ △２．９ １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ ７，５９９ △０．３ ５２，９００ △２．０ １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９
２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 ７８，２３６ △３．３ １６，９０６ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，６４１ △１．９ １０，３０８ △２．０
５月 ７７，５６０ △１．７ １７，０４０ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，４２８ △１．３ １０，４６７ △０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８ △１．９
７月 r ７９，７９６ △５．０ r １８，６１１ △３．８ r ２７，０４６ △６．８ r ７，９０６ △４．４ r ５２，７５０ △４．０ r １０，７０５ △３．４
８月 p ７８，８２５ １．９ p １６，７２０ ０．０ p ２２，５３８ △１．５ p ５，７４４ １．１ p ５６，２８７ ３．４ p １０，９７６ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３６／本文／０２５～０２８　主要経済指標  2007.10.19 14.24.41  Page 25



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１４．３８ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８

１８年 ８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１５．８８ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８

１８年 ８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５０ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３６／本文／０２５～０２８　主要経済指標  2007.10.19 14.24.41  Page 26



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８

１８年 ８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １，０９６ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３０ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．５５ １．０６ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２

１８年 ８月 １，５１９ ４．７ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６０ １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．５８ １．０７ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５９ １．０７ － ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．６０ １．０６ － ３．７ ３６ △５．３ １，２０３ ２．９

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３６／本文／０２５～０２８　主要経済指標  2007.10.19 14.24.41  Page 27



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年４～６月 ７２，６３５ ２７．２ １２５，９１４ １４．７ ３３２，８４２ ５１．９ １６３，３６３ １９．４
７～９月 ８０，７５１ ２５．８ ２００，５５５ １５．６ ３１４，１４０ ２３．３ １７２，３９９ １６．７
１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ １２９，１２３ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８

１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９７ ４．１ １７２，８４３ ６．６
４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ ６．２ r ２８３，５８０ △１４．８ p１７９，５４４ ９．９

１８年 ８月 ２８，０９８ １６．２ ６１，４０５ １７．６ １１３，００９ ２１．３ ５９，４８７ １６．２
９月 ２６，２５３ ２１．９ ６８，２８４ １５．２ １１１，９４９ １５．１ ５８，２１７ １６．９
１０月 ３８，３５０ ３５．６ ６５，９７５ １１．６ １０２，５２０ ７．５ ５９，８４１ １７．５
１１月 ２４，３７０ △１２．８ ６６，２９６ １２．１ １０６，８７７ ２７．７ ５７，２１７ ７．６
１２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ r ６７，２２４ △３９．５ r ６０，６３９ １０．８
７月 r ３０，４１１ １５．２ r ７０，６３４ １１．８ r ９７，０４４ ８．８ p ６３，９６９ １７．０
８月 p ３０，１２７ ７．２ p ７０，３０１ １４．５ p１０８，２８１ △４．２ p ６２，８６９ ５．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年４～６月 １２３，９５１ ０．５ ５，２７７，４２２ １．２ ８６，６５９ ４．６ ３，９３１，９１７ ３．２
７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８

１８年 ８月 １２３，１１８ ０．６ ５，２３３，０３４ ０．４ ８７，８１５ ４．６ ３，９３１，７２６ ２．３
９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０月 １２２，９０３ ０．９ ５，２１４，５９７ ０．６ ８７，５３４ ２．８ ３，９２９，５６０ １．５
１１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３６／本文／０２５～０２８　主要経済指標  2007.10.19 14.24.41  Page 28
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成19年7～9月期実績、平成19年10～12月期見通し）�

●寄稿：「北海道に外資導入政策」を�
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